
こしみず議会だより こしみず議会だよりこしみず

　第４回定例会は６月１６日に開会し、町長の行政報告のほか、１議員の一般質問と４件の意見書案、条例や各会
計補正予算などを審議・可決し閉会しました。

第4回 町議会定例会
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意  見  書
　議員から提出された４件の意見書案について審議の結果、原案のとおり可決し、関係機関に提出することとしました。

・内閣総理大臣
・衆議院議長
・参議院議長
・総務大臣
・財務大臣
・厚生労働大臣
・内閣府特命担当大臣
　（地方創生）
・内閣府特命担当大臣
　（経済財政政策）

・内閣総理大臣
・衆議院議長
・参議院議長
・総務大臣
・財務大臣
・文部科学大臣
・内閣府特命担当大臣
　（地方創生）

　 地方自治体が直面している課題に対応し得る財源の確保と強化 
を求める。
⑴ 社会保障、防災、環境、地域交通、人口減少、デジタル化対策などに
　 柔軟に対応し得る地方一般財源総額の確保
⑵ 新型コロナウイルス対策として、ワクチン接種体制の構築、感染症
　 対応業務、また地域経済の活性化まで踏まえた財源措置
⑶ 子育て、地域医療の確保、生活困窮者自立支援など、急増する社会
　 保障ニーズへの対応と人材確保
⑷ デジタル・ガバメント化における自治体業務システムの標準化に 
　 ついては、自治体の実情を踏また柔軟な対応と人材育成を図るな
　 ど、地域デジタル社会推進費の有効活用
⑸ まち・ひと・しごと創生事業費の水準確保　
⑹ 会計年度職員制度における当該職員の処遇改善に向けた調査と
　 財源の確保
⑺ 森林環境譲与税の譲与基準の見直し
⑻ 地域間のための地方税への税源移譲
⑼ 地方交付税の財源補償機能・財政調整機能の強化
⑽ 地方交付税の法定率を引き上げ、臨時財政対策債に頼らない財政
　 性格の確立

　 教育予算の確保・拡充を求める。
⑴ 義務教育費の無償化と義務教育費国庫負担制度堅持
⑵ ３０人以下学級の早期実現
⑶ 給食費、修学旅行費、教材費の負担解消
⑷ 就学援助制度・奨学金制度の拡充
⑸ 高校授業料無償制度への所得制限撤廃及び朝鮮学校授業料無償
　 化適用除外の撤回を実現

義務教育費国庫負担制
度堅持・負担率１／２へ
の復元、「３０人以下学
級」など教育予算確保・
拡充と就学保障の実現
に向けた意見書

地方財政の充実・強化
に関する意見書

件　　名　　　　　　　　　 　　　　　　　要　　旨 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提　出　先

・北海道労働局
・北海道地方最低賃
  金審議会

・内閣総理大臣
・財務大臣
・農林水産大臣

　 北海道の最低賃金の引き上げを求める。　
⑴ より早期に全国加重平均1,000円/時間をめざす国の方針を尊重
　 した最低賃金の大幅引き上げ
⑵ 経験豊富な労働者の最低賃金を道内高卒初任給（1,036円/時間）
　 を下回らない水準への改善
⑶ キャリアアップ助成金を活用した最低賃金の引き上げ及び中小企
　 業に対する支援の要請

　 地域経済の活性化と農畜産物需要喚起対策を求める。
⑴ コロナ禍の収束が見えない状況下において、観光事業の低迷や飲
　 食業の利用客の落ち込みなどで、地域社会全体への影響が必至な
　 ことから、経済活性化対策の強化と地方市自治体への対策関連予
　 算の確保
⑵ 中食・外食需要等の減退により農畜産物の消費が大きく落ち込み、
　 在庫が増大していることから、農畜産物需要の喚起対策

コロナ禍における地域
経済の活性化と農畜産
物需要喚起対策を求め
る意見書

２０２１年度北海道最低
賃金改正等に関する意
見書

件　　名　　　　　　　　　 　　　　　　　要　　旨 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提　出　先
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